　　　　
「患者サポート体制」相談窓口運用マニュアル（例）
（設置場所）
１．○○病院医療福祉相談室に、患者支援体制の相談窓口（以下「相談窓口」とする）を設置する。
２．病院内に相談窓口の常設及び活動に関する表示をおこない、入院案内の冊子に相談窓口の案内を載せ、患者・家族が利用しやすいように努める。
（運営方針）
１．社会福祉士との対話による問題の整理と明確化

２．社会福祉士と各部門との連携による支援

３．社会福祉士の代弁・仲介機能による問題解決への支援
（責任者及び担当者）

相談窓口責任者は、社会福祉士の長とする。社会福祉士の長は、相談窓口の業務をつかさどり、各部門に相談担当者を置き、担当者と連携を密にする。相談窓口の担当者は、医療福祉相談室社会福祉士を当てる。
（活動方針）

１．社会福祉士は、患者や家族から疾病に関連する生活上の様々な相談に、専門技術を用いて支援する。

２．社会福祉士は、相談内容に応じて他部門と連携協働して支援する。

（対象者）

　　・当院受診患者・家族

　　・当院をこれから受診しようとしている患者・家族
　　・その他関係者

（相談時間）

相談時間は、月曜日から金曜日までの8時30分から17時までと、土曜日の8時30分から11時30分までとする。ただし、次に掲げる日は受付業務をおこなわない。

（１）国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178条）に規定する祝日

（２）年末年始（12月29日から1月3日）

（３）創立記念日
（相談方法）

相談方法は、原則として電話相談と対面相談とする。
（相談業務）
１．社会福祉士は、問題解決の支援を行い、必要に応じて助言、情報提供等を行う。内容によっては、専門的な知識や技術を持つ他職種に相談し、支援の継続を依頼する。また、各部門のスタッフからの紹介により介入を行う場合は、医療チームの一員として支援を行う。

２．相談内容が苦情・意見の場合は、相談窓口および各部門で、相談者の立場で傾聴し、問題を整理する。必要に応じて各部門と協働して支援する。
（関連業務）
１．相談窓口の運営に関するカンファレンスを週1回開催し、必要に応じて各部門の担当者等の参加を求める。そこで患者支援に関わる取組の評価を行い、定期的に見直しを行う。
２．相談窓口責任者は、医療安全対策委員会と十分に連携をし、その状況を記録する。
３．相談窓口の設置目的、機能、活用方法、各部門における対応等について、院内配布物や院内イントラネットを通して各部門に周知をする。

（相談の記録）

１．社会福祉士は、相談内容、及びその後の対応について「社会福祉士支援記録」に記入する。
２．相談内容が苦情・意見の場合は、「苦情・意見相談記録」に記入する。

３．各部門で受けた苦情・意見は「苦情・意見相談記録」に記入する。
（報告体制）
１．相談の実績は、日報・月報・年報を作成し、病院長に報告する。

２．相談内容が苦情・意見の場合は「苦情・意見相談記録」を各部門の担当者に回覧し、病院長に報告する。緊急の対応を要する場合は、相談窓口責任者を通して、即時病院長に報告する。
（不利益を受けない配慮）

社会福祉士は、患者が不利益を受けないように適切な配慮をしなければならない。
